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クラス・アクションの代理人を巡る問題（楪） 289
るわけではない。弁護士報酬と弁護士倫理は密接な関係にある。クラス・
アクションでの当事者双方の代理人が公平に活動を行うために連邦民事訴
訟規則Rule 23(h)や模範法曹倫理行為規程がある。当事者双方の代理人が
クラス構成員とコミュニケーションをとる場合の規制をはじめ、代理人で
ある弁護士の行為を拘束する倫理規制が多く存在する。しかし、このよう
な倫理規制にもかかわらず和解においては、当事者双方の代理人の馴れ合
いによってクラスへの利益ではなく、代理人自身の報酬が高額化する傾向
を示している。弁護士報酬額の決定を巡る倫理上の問題は、代理人と依頼
者であるクラス代表ならびにクラス構成員間での利害対立を導くことにな
る。そこで、馴れ合いをいかなる方法により減じられるかが弁護士報酬額
を巡る問題として残されているのである。
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